
①国の動き
　性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性
に関する国民の理解が必ずしも十分でない現状に鑑
み、令和5（2023）年６月「性的指向及びジェンダーア
イデンティティ※1の多様性に関する国民の理解の増
進に関する法律」が施行されました。
　この法律では、国や地方公共団体は理解増進に関
する施策の策定及び実施に努めることとされていま
す。また事業主は、雇用する労働者の理解増進のため
に普及啓発や就業環境の整備、相談機会の確保等に
努めることとされています。
　また、令和元（2019）年には、「多様な人材が活躍
できる職場環境に関する調査（厚生労働省）」が行わ
れ、「多様な人材が活躍できる職場環境に関する事例
集～性的マイノリティに関する取組事例～」が作られ
るなど、企業における取組を後押しする動きが進んで
います。
※1…自己の属する性別についての認識に関するその同一性の有

無又は程度に係る意識

性的マイノリティが働きやすい企業とは
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　性的マイノリティに関して、法制度の整備や施策の推進とともに、
企業においても様々な取組が進んでいます。
　国の動きや企業における具体的な取組例から、性的マイノリティ
当事者が働きやすい職場づくりのために何が求められているか、 
また何ができるのか、考えていきたいと思います。

ビジネスと
性的マイノリティを取り巻く動向
ビジネスと
性的マイノリティを取り巻く動向
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②大阪府の取組
　大阪府では、性的指向及び性
自認の多様性が尊重され、すべ
ての人が自分らしく生きること
ができる社会の実現をめざし、
令和元（2019）年10月に「大阪
府性的指向及び性自認の多様
性に関する府民の理解の増進
に関する条例」を施行しました。
　性の多様性の理解増進に向
けた取組の一環として、令和2（2020）年1月22日よ
り、性的マイノリティ当事者の方を対象にした「大阪府
パートナーシップ宣誓証明制度」を実施しています。
　宣誓により府から交付された受領証を提示すること
で、公営住宅の入居申込をはじめとする各種行政サー
ビスのほか、民間事業者においても携帯電話の家族割
引や、住宅ローンの連帯債務などのサービスが受けら
れます。
　そのほか、専門の相談員による人権相談窓口を開
設し、性の多様性に関する内容も含めた、人権に関す
るさまざまな相談を受け付けています。

〈大阪府人権相談窓口〉
5０６-６５８１-８６３４
7so-dan@jinken-osaka.jp

①企業における取組状況
　令和元（2019）年に厚生労働省が実施した、従業員
50人以上の企業を対象としたアンケート調査結果に
よると、性的マイノリティに対する配慮や対応を意図し
た取組を実施している企業の割合は全体で10.9％で
あり、従業員規模別でみると「99人以下」では3.8％、
「100人～999人」では10.0％、「1,000人以上」では
43.1％でした〈図参照〉。

 　現在取組を行っておらず、今後も実施する予定がな
い企業について、実施予定がない理由をみると「全体」
では、「社内に性的マイノリティ当事者がいないため」
が50.3％、「取組の必要性を感じていないため」が
34.7％でした。従業員規模が「99人以下」や「100人
～999人」では、「社内に性的マイノリティ当事者がい
ないため」の割合が高い一方、「1,000人」以上では、
「他に優先して対応すべき人事労務の課題があるた
め」の割合が高い傾向がみられます。
②着手しやすいところから取り組んでみる
　上記①のように、多くの企業が現在取組を実施して
いない、あるいは実施する予定がない理由として、「社
内に性的マイノリティ当事者がいないため」と答えて
います。
　しかし、性的マイノリティの人の割合は約３～10％
という国内調査結果※2もあることから、実際は当事者
が職場でカミングアウトしておらず、困難を抱えてい
ても声をあげにくい状況にあるのかもしれません。
　近年、性的マイノリティ当事者を含め、多様な人材
が安心して働ける環境をめざし、職場に性的マイノリ
ティの当事者がいることを前提として対応に着手する
企業が増えてきています。
　それらの企業が行っている取組の一例〈表参照〉を
示します。取組例の中には、ハードルが高いと感じるも
のがあるかもしれませんが、それぞれの企業規模や状
況にあわせて、社内研修などの比較的着手しやすいと
ころから取り組んでみるなど、まず一歩を踏み出すこ
とが大切です。
※2…釡野ほか（2019年）「大阪市民の働き方と暮らしの多様性と

共生にかんするアンケート」：LGBTが2.7％、「アセクシュアル
（恋愛感情や性的欲求を持たない人）」「決めたくない・決めて
いない」を含めると8.2%。佐藤・福島・野口・岩渕・多田
（20 1 7）「岩手県の高校生の生と性に関する調査
（2013-2014）－セクシュアリティの実態－」『思春期学』第
35巻2号P217-227：セクシュアルマイノリティが10.1%

「多様な人材が活躍できる職場環境に関する事例集～性的マイノリティに関す
る取組事例～（厚生労働省）」）より作成

◆方針の策定・周知や推進体制づくり
◆研修・周知啓発等による理解の増進
◆相談体制の整備
◆採用・雇用管理における取組
◆福利厚生における取組
◆トランスジェンダー社員が働きやすい職場環
境の整備

◆職場における支援ネットワークづくり

性的マイノリティに関する取組の例


